
1.雇用保険法施行規則の一部を改正する省令
　就職氷河期世代の正規雇用促進に向けて、各種
助成金が拡充または新設された。

［ 1］特定求職者雇用開発助成金
　既存の「安定雇用実現コース」の支給要件の見
直し・拡充が行われ、「就職氷河期世代安定雇用実
現コース」が設定された。正規雇用経験がない、
または少ないために十分なキャリア形成がなされ
ず、正規雇用労働者としての就業が困難な者を、

正規雇用労働者として新たに雇い入れる事業主が
本助成金の対象となる。

⑴対象労働者（以下のいずれかに該当）
・�雇い入れ日において、35歳以上55歳未満の者
・�雇い入れ日前日から起算して過去 5年間に正規
雇用労働者として雇用された期間を通算した期
間が 1年以下であり、雇い入れ日の前日から起
算して過去 1年間に正規雇用労働者として雇用
されたことがない者
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就職氷河期世代支援に向けた各種助成金の拡充 
ならびに求人年齢制限の緩和について

　雇用環境が厳しい時期（おおむね平成 5〜16年）に学校を卒業し就職活動を行った、いわゆる

「就職氷河期世代」について、正規雇用を促進するための各種施策が打ち出されている。

　政府は、就職氷河期世代における非正規雇用労働者や無職者等の人数を約100万人と見込んで

おり、同世代の正規雇用労働者を 3年間で30万人増やすことを目指した支援プログラム（「就職

氷河期世代支援プログラム」令元. 6.21閣議決定）を作成し、厚生労働省をはじめとした府省庁

がそれぞれ施策を立案、実行している。

　以下では、それら就職氷河期世代支援施策の一部として、各種助成金の拡充ならびに求人年齢

制限の緩和について解説する。

雇用保険法施行規則の一部を改正する省令（令 2. 2.14　厚労令17）
労働施策の総合的な推進並びに労働者の雇用の安定及び職業生活の充実等に関する法律施行規則
の一部を改正する省令（令 2. 2.14　厚労令18〔令 2. 2.14〜令 5. 3.31までの時限措置〕）
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・�職業紹介日において安定した職業に就いていな
い者（失業状態のみならず、非正規雇用労働者
も含まれる）

・�公共職業安定所または職業紹介事業者等におい
て就労に向けた支援を受けている者

・�正規雇用労働者として雇用されることを希望し
ている者

⑵支給額
　支給額は、［図表 1］のとおりである。

［ 2］トライアル雇用助成金（一般トライアルコー
ス）

　対象労働者の一つである「安定した職業に就い
ていない者（いわゆるフリーターやニート）」の年
齢範囲が「45歳未満」から「55歳未満」に拡大さ
れた。本助成金は、安定的な就職が困難な求職者
を一定期間（原則 3カ月）試行雇用する事業主が
対象となる。

⑴対象労働者（以下のいずれかに該当）
・�職業紹介日前 2年以内に 2回以上、離職または
転職を繰り返している者

・�職業紹介日において離職している期間が 1年を
超えている者

・�妊娠、出産または育児を理由に離職し、安定�
した職業に就いていない期間が 1年を超えてい
る者
・�フリーターやニート等で55歳未満の者
・�特別の配慮を要する者（生活保護受給者、母子
家庭の母等）

⑵支給額
　支給額は、［図表 2］のとおりである。

［ 3］�人材開発支援助成金（特別育成訓練コース：
有期実習型）

　有期契約労働者等に受けさせる有期実習型訓練
の実施期間について、「 3カ月以上 6カ月以下」か
ら「 2カ月以上 6カ月以下」に拡大された。本助
成金は、非正規雇用労働者に対して、正規雇用労
働者への転換を目的として訓練を行う事業主が対
象となり、当該訓練の経費や、訓練時間中の対象
労働者の賃金の一部を助成するものである。

⑴対象となる訓練
・�企業でのOJTと、教育訓練機関等で行われる
Off-JTを効果的に組み合わせて実施する訓練
であること
・�実施期間が 2カ月以上 6カ月以下であること
・�総訓練時間が 6カ月当たりの時間数に換算して
425時間以上であること
・�総訓練時間に占めるOJTの割合が 1割以上 9割
以下であること
・�訓練修了後に「職業能力証明（訓練成果・実務
成果）シート（企業実習・OJT用）」により職業
能力の評価を実施すること

⑵支給額
　有期実習型をはじめとする、特別育成訓練コー
スの支給額は、［図表 3］のとおりである。

 �特定求職者雇用開発助成金：支給額図表 1  �トライアル雇用助成金（一般トライアル
コース）：支給額

図表 2

企 業 規 模 大　企　業 中 小 企 業

対象労働者
1人当たり 50万円 60万円

［注］　1.�　支給対象期間を 6カ月ごとに区分し、上記支給額
の半額をそれぞれ支給。

　　　2.�　支給対象期間における対象労働者の賃金額を上限
とする。

企 業 規 模 大　企　業 中 小 企 業

月　　額 最大 4万円
（母子家庭の母等の場合、 5万円）

［注］　支給期間は最長 3カ月間。
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2.�労働施策の総合的な推進並びに労働者の雇用の
安定及び職業生活の充実等に関する法律施行規
則の一部を改正する省令（令和 5年 3月31日ま
での時限措置）

　労働者の募集および採用をする際、その年齢に
かかわりなく均等な機会を与えなければならず、
例えば「○〜○歳の方を募集します」というよう
な年齢の制限は、原則的に禁止されている（労働
施策の総合的な推進並びに労働者の雇用の安定及

び職業生活の充実等に関する法律 9条）。
　ただし、例外として、同法施行規則 1条の 3第
1項において、労働者の募集および採用に関わる
年齢制限禁止の例外を定めており（［図表 4］の左
欄「改正前」）、今回、令和 5年 3月31日までの時
限措置として、新たに就職氷河期世代に限定した
労働者の募集および採用を可能としたものである
（［図表 4］の右欄「改正後」）。

 �人材開発支援助成金（特別育成訓練コース）：支給額図表 3

 �年齢制限禁止の例外図表 4

区　　　　　分
企 業 規 模

大 企 業 中 小 企 業

経
費
助
成

一般職業訓練、
有期実習型訓練

20時間以上100時間未満 7万円 10万円

100時間以上200時間未満 15万円 20万円

200時間以上 20万円 30万円

中長期的キャリ
ア形成訓練

20時間以上100時間未満 10万円 15万円

100時間以上200時間未満 20万円 30万円

200時間以上 30万円 50万円

賃 金 助 成 475円 760円

OJT実施助成 665円 760円

［注］　1.　賃金助成ならびにOJT実施助成はいずれも 1時間当たりの金額。
　　　2.　経費助成に関しては、事業主が負担した実費が上記を下回る場合は実費を限度とする。

改　　正　　前
（既存の例外項目）

改　　正　　後
（新設された時限措置：令和 5年 3月31日まで）

・�定年年齢を上限として、その上限年齢未満の労働者
を期間の定めのない労働契約の対象として募集・採
用する場合

・�労働基準法その他の法令の規定により年齢制限が設
けられている場合

・�長期勤続によるキャリア形成を図る観点から、若年
者等を期間の定めのない労働契約の対象として募
集・採用する場合

・�技能・ノウハウの継承の観点から、特定の職種にお
いて労働者数が相当程度少ない特定の年齢層に限定
し、かつ、期間の定めのない労働契約の対象として
募集・採用する場合

・�芸術・芸能の分野における表現の真実性などの要請
がある場合

・�60歳以上の高年齢者または特定の年齢層の雇用を促
進する施策（国の施策を活用しようとする場合に限
る）の対象となる者に限定して募集・採用する場合

・�就職氷河期世代で安定した職業に就いていない者を
対象とした求人
　※�期間の定めのない労働契約を締結することを目的
とし、職業に従事した経験があることを求人の条
件としない場合に限る

　※�公共職業安定所にも同じ内容の求人を申し込む必
要がある
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